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研究成果の概要（和文）： 京都議定書で採用されたプロジェクトベースのメカニズムとしての

クリーン開発メカニズムについて，インセンティブ効果の観点からベースライン設定方法のオ

プションの比較評価を行った。また，あるプロジェクトによって，後のプロジェクトに対する

促進効果あるいは阻害効果が生じる条件を明らかにした。さらに，先行プロジェクトによる参

入阻止が起こりえて，それが技術開発導入インセンティブを損ないうることを示した。

研究成果の概要（英文）：The Kyoto Protocol introduced a project-based, baseline-and-credit
mechanism called Clean Development Mechanism (CDM). Baseline setting under CDM entails
alternative methods and options. We first examined such options from the viewpoint of
providing incentive to reduce emissions. Second, a CDM project adopted by one firm may
encourage or discourage subsequent firms to adopt CDM projects. We explored which case
is likely to happen under what conditions. Third, baseline can function as a barrier to
deter subsequent entries if a preceding project causes the revision of the baseline
applicable to subsequent projects. We showed that this deterrence effect may discourage
the development of better technology to reduce emissions.
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１．研究開始当初の背景
京都議定書は，排出権取引の他に，プロジ

ェクトベースのメカニズムとして，クリーン
開発メカニズム（ＣＤＭ）と共同実施（ＪＩ）

を採用した。排出権取引と比べて，プロジェ
クトベースのメカニズムに関する研究はほ
とんどなかった。
プロジェクトベースのメカニズムでは，排
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出削減量，すなわちクレジット発行量は，ベ
ースライン排出量からプロジェクト実施後
の排出量を差し引いた量で，ベースラインを
いかに設定するかが重要である。
ＣＤＭはマラケシュ合意（2001）後に運用

が開始されたが，本格化したのは京都議定書
が 2005 年に発効してからである。2008 年か
ら 2012 年までが先進国の排出量目標が決ま
っている約束期間である。
ＣＤＭは予想以上に活用された。本研究は，

ＣＤＭがもっとも活発な期間と重なったた
め，実態をふまえた分析が可能になった。
京都議定書の運用ルールはマラケシュ合

意であるが，ＣＤＭやＪＩに関しては，マラ
ケシュ合意ですべてを決められたわけでは
なく，運用しながらルールをつくることにな
った。運用の過程で新しい課題に対応するル
ールがつくられ，また見直しも行われた。特
にベースラインの設定方法については，あら
かじめルールをつくるのではなく，提案され
た方法論をＣＤＭ理事会が個別に承認する
ことになった。

また，本研究は，2013 年以降に関する交渉
が本格化した時期とも重なった。ＣＤＭには
多くの問題点が指摘されており，2013 年以降，
ＣＤＭに代わるメカニズムが検討されてい
る。

ＪＩは，京都議定書発効後に運用が開始さ
れた。

２．研究の目的

京都議定書で採用されたいわゆる京都メカ

ニズムのうち，プロジェクトベースのＣＤＭ

について，まず，①それらの制度設計につい

て，進行中の議論を踏まえながら，吟味と提

言を行い，また②途上国にたいする技術移転

を介した長期動学的効果の分析を行い，ひい

ては③いわゆるポスト京都の課題にたいする

含意の分析を行う。また，メカニズム全般の

中での位置づけも考察する。

３．研究の方法
本研究は，経済理論，特に産業組織論やゲ

ーム論を応用して，ＣＤＭルールのオプショ
ンがいかなる帰結をもたらすかを分析した。
ＣＤＭ理事会や既存研究が着目していない，
寡占や独占の市場構造や生産量の相互依存
性に着目した。ＣＤＭプロジェクトを実施し
うる企業どうしが寡占的相互依存の状況，つ
まりひとつの産業に属する企業の数が少数
で，市場が不完全競争になり，その産業に属
する企業の生産量が相互依存的になる状況
に着目した。

気候変動枠組条約締約国会議や補助機関
会合，ＣＤＭ理事会に出席し，ＣＤＭの運用
で発生している課題やその解決方法，2013 年
以降に関する論点などについて，情報収集を

行った。また，ＣＤＭプロジェクトの実態に
ついては，プロジェクト設計書を調査し，随
時研究会を開催してプロジェクトや市場に
関わる関係者からの聞き取りを行い，また，
各種レポートやニュースレターも活用して
情報収集を行った。

４．研究成果
本研究の成果は，大きく分けて 5 つある。

第 1に，ＣＤＭの制度設計に関して，生産量
に対するインセンティブ効果の観点からベ
ースライン設定方法のオプションの比較評
価を行った。第 2 に，動学効果として，ある
プロジェクトが，後のプロジェクトに対して
促進効果を持つ場合と，阻害効果を持つ場合
の条件を明らかにした。第 3 に，ＣＤＭによ
る技術開発導入インセンティブを，動学的設
定での参入問題としてとらえて，先行プロジ
ェクトの参入阻止が起こりえて，それが技術
開発導入インセンティブを損なうことを示
した。第 4に，ポスト京都の課題に対する含
意を導いた。第 5に，基礎理論である。

以下 5 つの成果についてそれぞれ述べる。

(1) 相対ベースラインの生産量に対する影
響

ベースライン設定方法に関して，事前にベ
ースライン排出量を固定する絶対ベースラ
インと，生産量の実績に応じてベースライン
排出量が変化する相対ベースラインの比較
を中心的にとりあげた。
相対ベースラインが，生産に対する補助金

効果を持つことは既存研究でも指摘されて
いた。本研究は，それを理論的に定式化し，
さらに，市場構造が寡占の場合や独占の場合
に拡張した。

Imai, Akita and Niizawa(2008)は，クー
ルノー不完全競争を想定し，絶対ベースライ
ンと相対ベースラインが，企業間の生産量の
相互依存性を通じて，世界の総排出量に与え
る影響などを，理論および数値例で比較分析
した。その結果，実績生産量にもとづく相対
ベースラインを設定する場合，ＣＤＭプロジ
ェクトが排出削減を実現しても，プロジェク
トを実施した企業自身や他の企業が生産量
を増やして，その排出削減を一部相殺する可
能性があることを明らかにした。
1 企業のみがＣＤＭプロジェクトを行うと，

寡占の場合，生産量の相互依存によって，独
占と比べて，産業全体として，生産量に対す
る影響が少なくなる。

Akita, Imai and Niizawa(2009)は，独占
企業の利潤最大化行動を，直面する需要関数
が固定弾力性をもつケースにおいて調べ，一
定の条件を満たすときには，排出量自体が，
ＣＤＭがない場合の利潤最大排出量よりも
増大する可能性がありうることを示した。



プロジェクト設計書を調査したところ，実
際のプロジェクトでは，相対ベースラインを
採用するものが主流であることがわかった。
しかし同時に，生産量等に上限を設けること
が多い。これはつまり，相対ベースラインに
よる生産量増大効果が，必要以上のクレジッ
トを生みだす可能性を考慮して，何らかの抑
制装置が必要だと認識されていることを表
している。

(2)後のプロジェクトに対する促進効果と阻
害効果
Imai, Akita and Niizawa (2007)は，不完

全競争で，企業の決定が市場を通じて相互に
依存する状況で，ある企業がＣＤＭに取り組
むことが，他の企業がＣＤＭに取り組むこと
にプラスに効く（この現象をＣＤＭドミノと
呼んでいる）のにはどのような条件が必要か
を検討し，それらの企業が生産する財が補完
関係にある場合にはプラスに効くことを明
らかにした。また，学習とスピルオーバー効
果を組み込み，その影響をみた。具体的には，
ポジティブな影響をもたらす可能性を，各種
のゲームモデルを用いて検討し，非合理性に
よる可能性を除けば，プロジェクトの成功可
能性に関する情報が不完全である場合に，そ
のような効果がおきうることを示した。

ある企業がＣＤＭに取り組むことが，他の
企業がＣＤＭに取り組むことにプラスに効
くには厳しい条件が成立しなければならず，
つまり多くの場合，マイナスに効くことがわ
かった。

(3)参入阻止と技術普及
より優れた排出削減技術の開発や普及導

入が重要であることは広く認識されている。
ある産業に，より高い排出削減技術によって
参入を図る潜在的参入企業が存在するとし
よう。既存企業が先行してＣＤＭを行い，そ
のプロジェクトをもとに，その後のＣＤＭプ
ロジェクトのベースラインが決められるな
ら，参入阻止効果による市場閉鎖問題の可能
性がある。それは，技術開発や普及導入を妨
げる。
そのような効果を防止するためには，新規

参入企業によるＣＤＭのベースラインの排
出係数を，既存企業がＣＤＭを実施する前の
ものにする必要がある。（Imai, Akita and
Niizawa 2009，他）。

(4)ポスト京都

提案されている新しいメカニズムの諸オプ

ションの比較検討とその改善可能性の比較検

討に，これまでの成果を活かし，かつ，途上

国の参加問題において，ＣＤＭの役割を評価

する基礎枠組みの構築を開始している（Imai

2009）。

(5)基礎理論
理論的な研究では，ポスト京都のＣＤＭの

機能に関する議論の過程の理論化として，岡
田は今井と共同して提携形成の理論研究を
続行し，環境政策に関する諸国間の提携形成
と利得分配（または費用負担）をめぐる逐次
交渉モデルにおいて，提案者の決定ルールが
確率的なルールの下では，交渉結果は均等な
利益をもたらす政策に近づくことを示した。

また，地球温暖化阻止のための国際協力機
構などグローバルな公共財の供給問題を考
察し，各国の自発的な参加を通していかに公
共財供給が実現可能かをゲーム理論の視点
から分析した。具体的には，公共財供給のた
めの国際組織への自発的参加を伴う公共財
ゲームを分析し，ゲームの均衡によって制度
構築が可能であることを証明した。さらに，
理論結果を実験研究によって検証した。その
成果を，京都議定書における各国の参加イン
センティブの問題として，なかんずく，途上
国の参加インセンティブとプロジェクトベ
ースメカニズムの役割を通じて具体化する
方策について検討を続けている。（これらは
今井と岡田が分担した。）
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